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○交野市老人医療費の助成に関する条例  

昭和４６年１２月２４日  

条例第３８号  

改正 昭和４７年１２月１９日条例第４２号  

昭和４８年１０月２９日条例第３４号  

昭和４８年１２月２５日条例第４０号  

昭和５３年８月８日条例第２７号  

昭和５８年１月３１日条例第１号  

昭和６１年１２月２７日条例第３５号  

平成６年９月３０日条例第１８号  

平成９年８月２５日条例第２１号  

平成１１年６月１７日条例第１７号  

平成１２年３月１３日条例第２１号  

平成１３年１月１０日条例第６号  

平成１４年９月３０日条例第３３号  

平成１６年９月８日条例第２５号  

平成１８年３月３日条例第４号  

平成１８年６月２３日条例第２１号  

平成１８年９月２９日条例第２４号  

平成１９年３月７日条例第１号  

平成１９年１２月２６日条例第２６号  

平成２０年３月７日条例第２号  

平成２５年３月１日条例第２８号  

平成２６年６月１９日条例第１４号  

平成２６年１０月１０日条例第２０号  

廃止 平成２９年１０月１６日条例第２２号  

（目的）  

第１条 この条例は、老人に対し医療費の一部を助成することにより、老人の健康の保持

及び福祉の増進を図ることを目的とする。  
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（対象者）  

第２条 この条例により医療費の助成を受けることができる者（以下「対象者」という。）

は、交野市の区域内に住所を有する者であつて、国民健康保険法（昭和３３年法律第１

９２号）による被保険者、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

による被保険者又は規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保険各法」という。）

による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者若しくは被

扶養者のうち、６５歳以上の者で次の各号のいずれかに該当する者とする。  

(1) 交野市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第

３９号）第２条第１項に規定する者（同条第２項第２号又は第３号に該当する者を除

く。）であつて、同条例第２条の２の所得制限を適用した場合において対象となる者

又は交野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第２２号）第

２条第１項に規定するひとり親家庭の父、母又は養育者（同条第２項第３号又は第４

号に該当する者を除く。）であつて、同条例第２条の２の所得制限を適用した場合に

おいて対象となる者  

(2) 平成２６年４月１日現在の特定疾患治療研究事業実施要綱（昭和４８年厚生省衛発

第２４２号）に規定する疾患のうち、国の難病としての公費負担医療の対象となる疾

患を有する者で前年の所得（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする者

は前々年の所得）が規則で定める額以下の者  

(3) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１

４号）に基づく結核に係る医療を受けている者で前年の所得（１月から６月までの間

に新たに適用を受けようとする者は前々年の所得）が規則で定める額以下の者  

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年

政令第１０号）第１条の２第３号に基づく精神通院医療を受けている者で前年の所得

（１月から６月までの間に新たに適用を受けようとする者は前々年の所得）が規則で

定める額以下の者  

２ 前項の規定にかかわらず、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者

又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配

偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援給付を受けている

者は対象者としない。  
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３ 第１項第２号から第４号までに規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、規則で

定める。  

（平成１１条例１７・全改、平成１６条例２５・平成１８条例４・平成１９条例１・

平成１９条例２６・平成２０条例２・平成２５条例２８・平成２６条例１４・平成

２６条例２０・一部改正）  

（助成の範囲）  

第３条 市は、対象者の疾病又は負傷について、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に

関する法律又は社会保険各法の規定による療養の給付、保険外併用療養費、療養費、家

族療養費及び特別療養費（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）

について保険給付が行われた場合（食事療養及び生活療養に係る給付を除く。）におけ

る療養に要する費用の額のうち、対象者、国民健康保険法による世帯主若しくは組合員

（世帯主若しくは組合員であつた者を含む。）又は社会保険各法による被保険者、組合

員若しくは加入者（被保険者、組合員若しくは加入者であつた者を含む。）が負担すべ

き額から、規則で定める一部自己負担額を控除した額（以下「助成額」という。）を助

成する。  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、その限度において助成を行わ

ない。  

(1) 対象者の疾病又は負傷について、国又は地方公共団体の負担による療養に関する給

付が行われるとき。  

(2) 社会保険各法の規定による承認法人等、健康保険組合、共済組合又は日本私立学校

振興・共済事業団から社会保険各法の規定により対象者の支払つた一部負担金に相当

する額の範囲内において、規約、定款等をもつて給付が行われたとき。  

（昭和６１条例３５・全改、平成６条例１８・平成９条例２１・平成１１条例１７・

平成１２条例２１・平成１３条例６・平成１４条例３３・平成１６条例２５・平成

１８条例２４・平成１９条例２６・一部改正）  

（助成の実施時期）  

第４条 前条の規定による医療費の助成は、次条の規定による医療費の助成申請のあつた

日から行うものとする。ただし、現に交野市身体障害者及び知的障害者の医療費の助成

に関する条例又は交野市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例に基づく助成を受け
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ている者が６５歳に到達することにより本条例に基づく助成を受けることができる場合

（その者が６５歳に到達する日の翌日の属する月に、次条の規定による医療費の助成の

申請があった場合に限る。）は、前条の規定による医療費の助成は、次条の規定による

医療費の助成の申請のあった日の属する月の初日から行うものとする。  

２ 申請者が災害その他やむを得ない理由により次条の規定による申請をすることができ

なかった場合において、その理由がやんだ後１４日以内にその申請をしたときは、前条

の規定による助成は、前項本文の規定にかかわらず、その理由により申請をすることが

できなかった日から開始する。  

３ 前項の規定により前条の規定による助成を開始する場合においては、第１項ただし書

の規定を準用する。この場合において、同ただし書中「次条の規定による医療費の助成

の申請があった場合」とあるのは「次項の規定により前条の規定による助成を開始した

日が属する場合」と、「次条の規定による医療費の助成の申請のあった日」とあるのは

「次項の規定により前条の規定する助成を開始した日」と読み替えるものとする。  

（昭和６１条例３５・全改、平成１９条例２６・一部改正）  

（申請）  

第５条 この条例の適用を受けようとする者は、規則の定めるところにより、市長に申請

しなければならない。  

（医療証の交付）  

第６条 市長は、前条の申請があつたときは、その資格を審査し、規則で定めるところに

より、医療証を交付する。  

（平成１４条例３３・一部改正）  

（医療証の提示）  

第７条 前条の規定により医療証の交付を受けた者が療養を受けようとするときは、市長

と契約を締結した病院、診療所又は薬局（以下「契約医療機関」という。）に医療証を

提示しなければならない。  

（助成の方法）  

第８条 医療費の助成は、助成額を市長が契約医療機関に支払うことによつて行う。ただ

し、市長が特別の理由があると認めるときは、対象者に支払うことにより医療費の助成

を行うことができる。  
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（昭和５８条例１・一部改正）  

（損害賠償との調整）  

第９条 市長は、対象者が疾病又は負傷に関し第三者から損害賠償金を受けたときは、当

該損害賠償額の限度内において、助成金の全部若しくは一部を支給せず、又はすでに助

成した額に相当する金額の返還を命ずることができる。  

（昭和４７条例４２・全改、昭和５８条例１・旧第９条繰下、平成１９条例２６・

旧第１０条繰上）  

（届出義務）  

第１０条 対象者は、住所、氏名その他規則で定める事項に変更があつたときは、速やか

に届け出なければならない。  

２ 対象者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による死亡の

届出義務者は、規則で定めるところにより、その旨を市長に届出なければならない。  

（昭和４７条例４２・一部改正、昭和５８条例１・旧第１０条繰下・一部改正、昭

和６１条例３５・一部改正、平成１９条例２６・旧第１１条繰上）  

（譲渡等の禁止）  

第１１条 この条例による助成を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供することができな

い。  

２ 医療証は、譲渡し、又は貸与してはならない。  

（昭和５８条例１・旧第１１条繰下、平成１９条例２６・旧第１２条繰上・一部改

正）  

（助成費の返還）  

第１２条 市長は、虚偽その他不正行為により助成を受けた者があつたときは、その者又

は対象者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。  

（昭和５８条例１・旧第１２条繰下、平成１９条例２６・旧第１３条繰上）  

（委任）  

第１３条 この条例に定めるもののほか、条例の施行に必要な事項は、規則で定める。  

（昭和５８条例１・旧第１３条繰下、平成１９条例２６・旧第１４条繰上）  

附 則  

この条例は、昭和４７年１月１日から施行する。  
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附 則（昭和４７年条例第４２号）  

（施行期日）  

１ この条例は、昭和４８年１月１日から施行する。  

（経過規定）  

２ この条例の施行の際、現に改正前の交野市老人医療費の助成に関する条例の適用を受

け、助成が行なわれるべきであつた者に係る助成については、なお従前の例による。  

附 則（昭和４８年条例第３４号）  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過規定）  

２ この条例による改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例の規定は、昭和４８年

１０月１日から適用し、改正前の交野市老人医療費の助成に関する条例の規定に基づい

て助成が行われるべきであつた者に係る助成については、なお従前の例による。  

附 則（昭和４８年条例第４０号）  

（施行期日）  

１ この条例は、規則で定める日から施行する。  

（昭和４９年規則第４号で昭和４９年３月１日から施行する。）  

（経過規定）  

２ この条例の施行の際、現に改正前の交野市老人医療費の助成に関する条例の適用を受

け、助成が行われるべきであつた者に係る助成については、なお従前の例による。  

附 則（昭和５３年条例第２７号）  

（適用）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過規定）  

２ 改正前の交野市老人医療費の助成に関する条例第２条の規定により対象となる者であ

つて、改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例第２条第１項第１号に該当する者

に対しては、同条の規定にかかわらず、この条例の施行の日から昭和５３年９月３０日

までの間は、この条例による老人医療費の助成を行うものとする。  

附 則（昭和５８年条例第１号）  
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（施行期日）  

１ この条例は、昭和５８年２月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行日前に行われた改正前のこの条例による老人医療費の助成については、

なお従前の例による。  

附 則（昭和６１年条例第３５号）  

（施行期日）  

１ この条例は、昭和６２年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 施行日前に国民健康保険法又はこの条例による改正前の交野市老人医療費の助成に関

する条例第２条に規定する社会保険に関する法律に基づいて療養の給付を受けた者につ

いては、この条例による改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例第３条及び第４

条の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

附 則（平成６年条例第１８号）  

この条例は、平成６年１０月１日から施行する。  

附 則（平成９年条例第２１号）  

この条例は、平成９年９月１日から施行する。  

附 則（平成１１年条例第１７号）  

改正 平成１４年９月３０日条例第３３号  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１１年１１月１日から施行する。  

（交野市被用者保険の被保険者等に対する医療費の助成に関する条例の一部改正）  

２ 交野市被用者保険の被保険者等に対する医療費の助成に関する条例（昭和６０年条例

第１４号）の一部を次のように改正する。  

〔次のよう〕略  

（経過規定）  

３ 昭和４年１１月２日から昭和９年１０月３１日までの間に生まれた者についての平成

１１年１１月１日から平成１４年９月３０日までの間に行われた療養に関する社会保険

各法又は国民健康保険法の規定による療養に関する保険給付に係る医療費の助成につい
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ては、この条例による改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例及び交野市被用者

保険の被保険者等に対する医療費の助成に関する条例の規定にかかわらず、なお従前の

例による。  

（平成１４条例３３・一部改正）  

附 則（平成１２年条例第２１号）  

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。  

附 則（平成１３年条例第６号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１３年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例の規定は、施行日以後の療養に係る医

療費から適用し、施行日前の療養に係る医療費については、なお従前の例による。  

附 則（平成１４年条例第３３号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１４年１０月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 交野市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成１１年条例第１７

号）附則第３項により、なお従前の例によるとされた者のうち昭和７年１０月１日から

昭和９年１０月３１日までの間に生まれた者についての平成１４年１０月１日から平成

１６年１０月３１日までに行われた療養に関する社会保険各法又は国民健康保険法の規

定に関する保険給付に係る医療費の助成については、その者の前年の所得（１月から６

月までの間に新たに適用を受けようとする者は前々年の所得）が、この条例による改正

後の交野市老人医療費の助成に関する条例（以下「新条例」という。）第２条第１項第

２号に規定する規則で定める額以下の場合は、新条例の規定を適用する。  

（適用区分）  

３ 新条例の規定は、この条例の施行の日以後に係る医療費について適用し、同日前に係

る医療費については、なお従前の例による。  

（交野市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例の一部改正）  

４ 交野市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成１１年条例第１７
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号）の一部を次のように改正する。  

〔次のよう〕略  

附 則（平成１６年条例第２５号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１６年１１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正前の交野市老人医療費の助成に関する条例第２条第１項第１号の規定は、同号に

規定する対象者が昭和９年１１月２日から昭和１４年１０月３１日までの間に生まれた

者である場合については、その者が７０歳に達する日の属する月の末日までの間におい

て、なおその効力を有する。  

附 則（平成１８年条例第４号）  

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。  

附 則（平成１８年条例第２１号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１８年７月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 交野市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成１６年条例第２５

号）附則第２項により、なおその効力を有するとされる改正前の交野市老人医療費の助

成に関する条例第２条第１項第１号の規定について、「市民税が課されていない場合又

は減免されている場合」とあるのは「市民税が課されていない場合又は減免されている

場合（６５歳以上の者（当該年（１月から６月までの間に新たな適用を受けようとする

者にあつては当該年の前年）の１月１日現在で６５歳以上の者をいう。以下同じ。）に

あつては前年（１月から６月までの間に新たな適用を受けようとする者にあつては前々

年）の税法第２９２条第１項第１３号に定める合計所得金額（以下「合計所得金額」と

いう。）が１２５万円以下の者を含む。）」と、「市民税が課されている場合」とある

のは「市民税が課されている場合（６５歳以上の者にあつては、前年（１月から６月ま

での間に新たな適用を受けようとする者にあつては前々年）の合計所得金額が１２５万

円以下の者を除く。）」と、「市民税が課されることとなる場合」とあるのは「市民税

が課されることとなる場合（６５歳以上の者にあつては、前年（１月から６月までの間
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に新たな適用を受けようとする者にあつては前々年）の合計所得金額が１２５万円以下

の者を除く。）」と、それぞれ読み替えるものとする。  

附 則（平成１８年条例第２４号）  

この条例は、平成１８年１０月１日から施行する。  

附 則（平成１９年条例第１号）抄  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成１９年条例第２６号）  

改正 平成２０年３月７日条例第２号  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 交野市老人医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例（平成１６年条例第２５

号）附則第２項により、なおその効力を有することとされる改正前の交野市老人医療費

の助成に関する条例第２条第１項第１号に規定する対象者については、改正前の交野市

老人医療費の助成に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条、第４条及び第９条

の規定は、なおその効力を有するものとし、旧条例第３条第１項中「法第２８条」とあ

るのは「高齢者の医療の確保に関する法律第６７条」と、「法第４６条の８」とあるの

は「同法第８４条」と、旧条例第９条第１項中「法第２８条」とあるのは「高齢者の医

療の確保に関する法律第６７条」と、それぞれ読み替えるものとする。  

３ 第１条の規定による改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例の規定は、この条

例の施行の日以後の医療費について適用し、同日前に係る医療費については、なお従前

の例による。  

附 則（平成２０年条例第２号）  

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則（平成２５年条例第２８号）  

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。  

附 則（平成２６年条例第１４号）  

この条例は、平成２６年１０月１日から施行する。  
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附 則（平成２６年条例第２０号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２７年１月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の交野市老人医療費の助成に関する条例第２条第１項第２号の規定は、この条

例の施行の日以後において第６条に規定する医療証の交付を受ける者について適用し、

同日前において医療証の交付を受けた者については、当該医療証の有効期間中は、なお

従前の例による。  

附 則（平成２９年条例第２２号）抄  

（施行期日）  

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

（老人医療費の助成に関する経過措置）  

９ この条例の施行日前における廃止前の交野市老人医療費の助成に関する条例（以下「旧

条例」という。）第２条に規定する対象者がこの条例の施行日前に受けた療養に要する

費用に係る助成については、なお従前の例による。  

１０ この条例の施行日前における旧条例第２条に規定する対象者（この条例の施行の日

以後、大阪府内の市町村から交野市に住所を変更した者を含む。）が平成３０年４月１

日から平成３３年３月３１日までに受けた療養に要する費用に係る助成については、改

正後の交野市重度障がい者の医療費の助成に関する条例の規定を準用する。  

１１ この条例の施行日前における旧条例第２条に規定する対象者（この条例の施行の日

以後、大阪府内の市町村から交野市に住所を変更した者を含む。）が平成３３年３月３

１日までに受けた精神病床への入院に要する費用に係る旧条例第３条に規定する助成の

範囲については、前項に規定にかかわらず、なお従前の例による。  

１２ この条例の施行日前における旧条例第２条に規定する対象者がこの条例の施行の日

以後、交野市重度障がい者の医療費の助成に関する条例又は交野市ひとり親家庭の医療

費の助成に関する条例により医療証の交付を受けたときは、前２項の規定にかかわらず、

助成の対象としない。  

 


